







であり, 同潤会研究の主流をなしている｡ 代表的な業績としては, 佐野滋ほか 『同潤会のアパ
ートメントとその時代』 (鹿島出版会,     年), マルク・ブルディエ 『同潤会アパート原景』





ある｡ 代表的な業績としては, 本間義人 『内務省住宅政策の教訓』 (御茶の水書房,     年)
を挙げることができる｡ 同書は戦前期の住宅政策について ｢福祉｣ と ｢環境｣ という観点から
論じたものであるが, 同潤会については ｢都市中間層を対象にした住宅供給政策｣ と位置づけ,
同潤会アパートについても ｢中堅以上の勤労者が入居者だった…当時の国民の指導者たる層に
当たる｣ と指摘している１)｡ しかし, 同潤会の事業内容を詳細に検討し, また当時の都市住宅
の実態を分析してみると, 以上のような評価は必ずしも適切であるとはいえない｡
本稿は研究史上の第２の系譜に属すると考えられるが, 既存の研究ではその背景となる住宅








たいと考える｡ すなわち, 復興の進展とともに変転していく住宅市場の中で, 同潤会が人々の
住宅に対するニーズをどの程度まで受容し, いかなる形でフィードバックしていったのかとい
う観点から同潤会の住宅供給事業を再評価することを試みる｡ したがって, 方法としては同潤
会の 『事業報告』 等の基礎資料を用いて事業の展開過程 (事業計画, 供給実績など) と運営状







なお, 同潤会の住宅関連事業は, 木造賃貸住宅・アパート・木造分譲住宅の供給と ｢不良住




(郊外) である｡     年  月の市域拡張後は旧  区を ｢旧市内｣, 周辺５郡を ｢新市域｣ と表し,
拡張以前の東京市と区別するために両者を合わせて便宜上 ｢大東京｣ 地域と呼称する｡
１ 震災復興期における同潤会の住宅供給事業
１－１ 関東大震災の発生と同潤会の設立    年９月１日の関東大震災による建築物の被害は, 東京市内のみで  万    棟,    万    
坪に及んだが, その大部分を占めたのは住宅であり, その被害は  万    棟,   万    戸,    
万    坪に達する３)｡ 地域別にみれば, 神田区, 日本橋区, 京橋区から浅草区, 本所区, 深川
区にかけての下町方面に被害が集中していた｡ 一方, 麻布区, 四谷区, 牛込区, 小石川区では
火災がほとんど発生しなかったため, 住宅の損壊は  ％未満に止まり, 被害は相対的に軽微で
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２) 後者については, 福岡峻治 『東京の復興計画』 日本評論社,     年,    ‒   頁を参照のこと｡
３) 東京市役所 『東京市震災状況概要』     年, ３‒６頁｡ ただし, 被害戸数については調査によって
大きなばらつきがある｡ 同潤会の事業報告書によれば, 東京府下の焼失戸数は  万    戸である (同
潤会 『大正十四年度事業報告書』     年, １頁)｡
                                                                
あった４)｡     年  月時点で焼け跡には早くも  万戸を超える仮建築が建てられたが５), 同年





て集団バラックを建設し, 必要最低限の住居の確保に努めた｡ さらに, １戸あたり  坪を限度
として罹災者に建築用木材を配給した６)｡     年３月の調査によれば, 東京市とその近郊にお
いて行政が管理する集団バラックの居住世帯数は１万    世帯, 収容人員は６万    人であっ




実施された｡ その結果, ｢労働者階級及俸給生活者階級｣ または ｢日収一円五十銭以内ノ者｣




として    戸 (東京市    戸, 東京府下    戸, 神奈川県    戸) の半恒久的な小住宅を建設
することが決定された｡ 政府は東京府および同市に対し   万円, 用材５万石を交付し, 小住




以上のような背景により,     年５月  日, 政府は義捐金の中から    万円を交付し, ｢罹
災地ニ於ケル小住宅ノ建設経営｣ を主目的とした財団法人同潤会を設立した９)｡ 同潤会の歴史
戦間期の東京における住宅市場と同潤会    
４) 社会局 『震災調査報告』     年,   ‒  頁｡
５) 前掲 『東京市震災状況概要』    ‒   頁｡
６) ｢仮宅用の配給木材｣ 『読売新聞』     年９月  日付｡
７) 以下, 集団バラックに関しては, 社会局統計課 『東京市ニ於ケル集団バラック及天幕居住者ヲ収容
スルニ要スル小住宅建築所要戸数調』     年６月 (東京都公文書館所蔵, 内田祥三資料, 請求番号：      ‒とし‒    ‒１) による｡
８) 土地区画整理事業の対象地域では, 換地が完了するまで原則として本建築が禁止されていた｡
９) ｢同潤会寄付行為｣によれば, 同潤会の行う事業は ｢住宅ノ経営｣以外に, ｢不具廃疾収容所並授産場
ノ経営｣ および ｢其ノ他必要ト認ムル施設｣ が含まれるが, 本稿では住宅関連事業のみを対象とする｡
                                                                
は目的と事業内容を定めた ｢同潤会寄付行為｣ の改正を節目として, 大きく３つの時期に区分
される  )｡ 同潤会草創期にあたる第一期 (    ～  年) の目的は ｢大正十二年九月ノ震火災ニ
関シ必要ナル施設ヲ為ス｣ ことであり, その目的を達成するための具体的な事業が ｢住宅ノ経
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  ) 内田青蔵・藤谷陽悦 『同潤会基礎資料』 第１巻, 柏書房,     年, ６頁｡






































計                                 
出典) 同潤会 『同潤会十八年史』     年, ９‒  頁より作成｡
                                                                













講ずる｣ 必要性が主張された  )｡ そこで    年９月  日, 内務省社会局長官は同潤会に対し
｢小住宅ノ完成ニ至ル迄差当リ整理ヲ要スル ｢バラツク｣ 居住者ヲ転住セシムル｣ ための仮住
宅の建設を命令し, その建設・管理費として   万円を交付した  )｡ この資金は同潤会設立時
に政府から交付された    万円 (一般会計) とは区別され, 特別会計として処理された｡ した
がって, 第一期前半には ｢一般会計｣ による ｢普通住宅｣ の建設と ｢特別会計｣ による ｢仮住
宅｣ の建設が並行して進められた｡ 同潤会はいくつかの建設候補地を選定し, 事前に入念な調
査を行ったうえで建設地を決定した  )｡ 調査項目は地形や地代のみならず, 交通事情, 飲料水
の良否, 労働者の職場となるべき工場等の有無, 日用品入手の難易, 付近の家賃相場などに及
び, 居住者の利便性と生活の安定を重視していた姿勢が窺える｡ 同潤会は集団バラックの撤去
に合わせて計画通り仮住宅    戸を竣工した｡ さらに余剰資金が生じたために増築を行い,    年３月までに    戸の仮住宅を完成させた｡
仮住宅は平屋の長屋形式で, 軸部には米松が使用され, 壁はエゾ板張であった｡ 表２に示さ
れるように, １戸当たりの面積はいずれも６坪, １室７～８畳 (店舗向は別に土間  ～２坪)
であった｡ 家賃は東京市内普通７円, 店舗向  円, 郡部普通５円, 店舗向  円であり, 汲取・
電気・水道料金等は同潤会が負担した｡ 入居者は ｢集団 ｢バラツク｣ ニ収容セル罹災者中ニツ
戦間期の東京における住宅市場と同潤会    
  ) ｢八千戸の住宅建築｣ 『時事新報』     年６月  日付｡  ) 同潤会 『仮住宅事業報告』     年, ２頁｡ 以下, 仮住宅事業の詳細については同書による｡  ) 同潤会 ｢理事会及評議員会関係資料｣     ‒  年 (東京都公文書館所蔵, 内田祥三資料, 請求番号：      ‒とし‒    )｡
                                                                
キ政府ノ指定シタル者｣ に限定されるとともに, 同潤会の建設する普通住宅へ優先的に入居で
きる権利が与えられた｡ また, 仮住宅居住者救助規定に基づき生活費, 教育費, 帰国旅費, 葬
儀費等の補助が行われた｡
このように居住者に対して様々な特典が付与された仮住宅であったが,     年３月までの収
容数は    戸中    戸 (うち  世帯が退去) に止まった｡ 集団バラックから仮住宅への転居が
予期したとおり進まなかった理由は主に３つ考えられる｡ 第１に, 住宅の質が集団バラックと
大差なかったからである｡ 仮住宅はそもそも ｢小住宅完成までの中間施設｣ という位置付けで








１  前後 (８～  丁) の位置に立地していたが, 東京市内へ通勤する場合, 往復  ～  銭の
鉄道運賃に市内交通機関の運賃を加算した金額を要した｡ 仮住宅居住者にとって通勤に要する
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  ) 同潤会 『同潤会十八年史』     年,   頁｡  ) 前掲 『仮住宅事業報告』    頁｡
表２ 同潤会仮住宅一覧
住宅名 所在地









































                                                                                                                                                                                                         年９月撤廃    年  月譲渡    年９月譲渡    年  月撤廃    年９月譲渡    年  月譲渡    年  月撤廃            ―
計                                          ― ―
出典) 同潤会 『仮住宅事業報告』     年,   ‒  ,    ‒   頁より作成｡
注) 建設費の ｢その他｣ とは浴場, 事務所等付帯施設の建築費および井戸, 道路, 下水などの敷設費である｡
                                                                
初の計画によれば, 同潤会仮住宅は    年３月限りで処分し, その ｢居住者は本会及び府市建
設の小住宅其の他一般貸家に分散転居せしむる方針｣ であったが  ), 居住者の退去は容易に進
まず, 措置期間延長のすえ    年４月にようやく処分が完了した｡ これにより, 仮住宅は撤去,
または所在地の自治体, 各種社会事業団体に移管された｡
仮住宅事業による集団バラック居住者の受け入れと並行して普通住宅の建設も開始された  )｡
｢普通住宅｣ とは ｢仮住宅｣ と区別して当初 ｢本住宅｣ と呼ばれていた同潤会の木造賃貸住宅
を指す｡ 公益住宅供給を行う財団法人の設立を目的とした資金交付が閣議決定されたのは,    年３月  日のことであった｡ 閣議決定後, 内務省社会局は調査研究を開始し, 当時の新聞
記事によれば, ｢二間若しくは三間位｣ の小住宅を ｢なるべく市外を選び三百戸乃至五百戸｣
という単位で建設し, ｢理想的と迄は行かなくとも田園都市の一部を形勢する｣ という構想が
示されている  )｡ ただし, この時点ではまだアパートの建設に関して具体的な言及はなされて
いない｡ その後, 同局の方針には ｢市内の住宅は敷地の制限があるのでアパートメント式のも
の｣ を ｢各区に一箇所ずつの割合｣ で建設することが加えられ, 具体的には ｢三階建鉄筋コン
クリートの耐震耐火設備をするはずで各室とも家賃は二十円内外にし, ゆくゆくは一般貸家貸
間の標準値段を設定する計画｣ であり, ｢同時に郊外には集団住宅を設け田園都市をつくる計
画｣ へと発展した  )｡ このように, 同潤会の設立に当たって生みの親である内務省社会局は,
都心部のアパート供給と郊外における田園都市的な集団住宅地の建設という青写真を既に描い
ていた｡ その構想は    年６月  日に開催された同潤会の第一回評議員会で決定された継続事
業計画に反映されている｡ すなわち, ２年間で東京市内を中心にアパートメント・ハウス約    戸, 東京府下および横浜市内を中心に木造小住宅約    戸を建設するという計画である｡
ただし, ｢事業計画ノ概要  )｣ には ｢アパートメント (鉄筋コンクリート建) 約    戸 地区
ノ状況ニ依リ木造トスルコトアルヘシ｣, ｢普通住宅 (木造平屋又ハ二階建) 約    戸 実施ニ
際シ一部ハアパートメントニ変更スルコトアルヘシ｣ と記されており, 継続事業計画における
アパートと普通住宅の比率は目安であったということがわかる｡ したがって, 以後, 住宅市場
の動向に応じて, 同潤会の事業計画は流動的に変化していった｡
表３は第一期における一般会計所属の住宅供給事業計画と竣工戸数について, その流れをま
とめたものである｡ 表３のⅠによれば, 事業開始１年目の    年度には, 普通住宅    戸, ア
パート   戸を竣工し, 残りは翌    年度中に建設し, ２ヵ年度で事業を完了させる予定であ
戦間期の東京における住宅市場と同潤会    




由により, 建設予定のアパート   戸の建設を中止し, 普通住宅の建設へ振り替えた  )｡ ｢建設
季節の関係｣ とは, 当時のコンクリート施工技術上の問題により, 冬季の建設が不適切であっ
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  ) 前掲 『同潤会十年史』   頁｡
表３ 同潤会一般会計住宅供給事業計画の変化と竣工戸数
年 度 普通住宅 アパート 計
Ⅰ 計画
    年度計画    年度計画 (１)                         
計 (当初の供給予定)               
↓
Ⅱ
竣工     年度実績            
計画     年度計画 (２)               
計               
↓継続事業期間延長 (２年間)
Ⅲ
竣工     年度実績            
計画
    年度計画 (３)    ‒  年度計画 (１)                      




    年度実績    年度実績                 
計画     ‒  年度計画 (２)             
計               
↓継続事業期間再延長 (１年間)
Ⅴ 竣工
    ‒  年度実績    年度実績    年度実績    年度実績        ※  ※※                         
計 (継続事業完了)               
出典) 同潤会 『同潤会十年史』     年,   頁,
同潤会 『大正十四年度事業報告』     年, １‒２,   ‒  頁,
同潤会 『大正十五年昭和元年度事業報告』     年, ２‒３頁,   ‒  頁,
同潤会 『昭和二年度事業報告』     年 [    年の誤りか] ２‒３,   ‒  頁,
同潤会 『昭和三年度事業報告』     年, ３‒４,   ‒  頁より作成｡
注) 継続事業は２度の期間延長のうえ    年度に完了した｡
特別会計住宅 (仮住宅, 共同住宅, 低利資金住宅) は含まれない｡
※は火災により焼失した住宅を新築したものである｡ ※※は分譲住宅を示す｡
                                                                




根本的には建設用地の取得問題に規定されていた｡ つまり,     年度において同潤会が ｢最モ
苦心ヲ重ネタルハ敷地問題｣ であり, 特に ｢東京市内ノ如キハ区画整理未決定ノ為用地ヲ定ム







て    年には前年比５％の下落をみたが, 関東大震災後に再び上昇に転じた  )｡ とりわけ,    年は前年比  ％の上昇という著しい高騰であった｡ 近郊においても事情は同様であると思
われる｡ ゆえに, 普通住宅建設地は候補地の中から ｢比較的便利ニシテ且借地料ノ低廉ナル敷
地｣ である松江, 赤羽, 大井, 平塚 (荏原), 十條, 西荻窪, 砂町が選定され, 合計７万坪余が
借地された (神奈川県を除く)｡ これらは砂町を除いていずれも東京市に隣接していない都心





災者の多くが ｢山の手や郊外に家を求めたので一時 (    年代末) 住宅難の声に, 建てすぎて
クモの巣が張つてゐた空家がどんどん塞がつて行き, 震災前にペタペタ貼つてあつた貸家の札
は全くその後を絶つ…｣ (括弧内筆者) といわれるように  ), 震災後の郊外は特に住宅需要の
増大が著しい地域であった｡ 震災直後に大規模な人口流出が発生したが, 避難者のうち周辺５
郡に移動した人は約  万    人であり  ), 郊外における住宅需要が急激に高まった｡ また, 地
戦間期の東京における住宅市場と同潤会    
  ) 佐藤滋ほか 『同潤会アパートメントとその時代』 鹿島出版会,     年,   頁｡  ) 同潤会 『大正十三年度事業執行状況報告書』 刊行年不明, ８頁, 以下, 敷地問題に関する引用は同






な原因｣ であった  )｡ したがって, 当該期における
同潤会の住宅供給方針は, 消極的には技術的制約と用地取得問題, 積極的には郊外における借
家需要拡大への対応という２つの側面から, その方向性が決定付けられたものといえよう｡ 結
果として,     度中に東京府および神奈川県内において普通住宅    戸, 仮住宅    戸, 合計    戸の木造賃貸住宅が同潤会の手によって供給されたのである｡
同潤会の普通住宅は１戸当たり平均  坪で家賃は  ～  円であった｡     年の１畳当たり
家賃は  ～  円と相場より低めに設定されていたが  ), それは ｢社会政策的使命｣ の下に
｢大体付近一般住宅家賃に比較して一割乃至二割五分安｣ が目標とされ, 採算が度外視された
ためである  )｡ 例えば, 荏原住宅では３室 (６畳＋４畳半＋３畳＝   畳) タイプの家賃が  
円 (１畳当たり   円) であるのに対し, 付近の同じ間取りをもつ貸家の家賃は  円 (１畳当
たり   円) であった  )｡ 家賃の安さにくわえ, もうひとつ注目すべき点は福祉施設の充実で
あり, ここに ｢社会政策的使命｣ を帯びた同潤会の独自性を見出すことができる｡ 建設費の  
％が福祉施設費に費やされ, 各住宅地には診療所, 託児所, 児童遊園等の施設が設置された｡
同潤会は単なる住宅戸数の量的な確保に止まらず, ｢田園都市｣ 的な環境を郊外に作り出そう
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表４ 同潤会普通住宅一覧 (東京府内のみ)
住宅名 所 在 地
















































                                        ‒                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
計       ―                                    ― ― ― ―
出典) 前掲 『同潤会十年史』    ‒   頁, 前掲 『大正十四年度事業報告』   ‒  頁より作成｡
注) 貸付開始時期は    年３～４月である｡ 建設費の ｢その他｣ とは ｢付帯工事費｣ と ｢福祉施設費｣ の合計である｡
付帯工事費とは, 水道, 道路, ガス, 電気, 樹木等の敷設費である｡
福祉施設費とは, 診療所, 託児所, 浴場, 食堂, 公園, 娯楽室, テニスコート等の建築費である｡
１畳当たり標準家賃は専用住宅のみ (店舗併用住宅を除く)｡
  ) ｢月給生活者の貸間探し｣ 『読売新聞』     年  月  日付｡  )     年の東京市内における平均家賃は１畳当たり   円であった (東京市社会局 『貸家貸間紹介要














は ｢市内に出るのに幾分遠い｣ という欠点を指摘している  )｡ 家賃については一般の貸家と比
較すれば割安に設定されていたものと思われるが, 労働市場から離れた郊外で普通住宅を借り
るより, 東京市内で間借することを選択した人も相当数に上っていた｡ 都心から遠隔地に位置
していた同潤会の普通住宅では, 人々が ｢労働市場トノ交通不便ナル地ニ借家ヲ求メサル｣ た
めに, 家賃値下げ等の努力にもかかわらず,     年度の空家率は平均  ％という高い水準に達
していた｡ 特に空家率の高い松江住宅は ｢付近ノ工場閉鎖縮少｣ がその主たる原因となってい
た  )｡ 第２は住宅の質の問題である｡ 普通住宅事業の目的は郊外に数百戸単位の ｢比較的小額
収入者｣ 向けの集団住宅地を建設することであった｡ その環境を維持するために適切な福祉施
設を併設させ, 住宅地の設計に創意工夫を凝らし, 一団の住宅地としての環境は決して悪いも
のではなかった｡ しかし, 個々の住宅についてみれば２～６戸建の長屋形式であり, 一般の１
戸建貸家と比べれば質の点で見劣りした｡ 事実, ｢同一住宅地内に同一型式の住宅を多数に建
設することは, 住宅難の際は別として, 一旦多少の不況に遭遇するときは忽ち空家を生ずる原




つた｣ (括弧内筆者) と回顧しているように, 人々の住宅に対するニーズと同潤会の事業方針
の相違が, 高い空家率を生み出した一因であったといえる｡ この問題は後に間取りの改良や１
戦間期の東京における住宅市場と同潤会    





宅の大部分は仮建築であったため, 延坪数は依然として震災前の水準を大きく下回っていた｡    年から    年にかけて住宅棟数は緩やかに減少し, 延坪数は横ばい傾向であった｡ これは
区画整理事業が最も活発に展開した時期に該当しており, 仮建築から本建築への建て替えが進
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  ) 前掲 『大正十四年度事業報告』   ‒  頁｡
表５ 用途別建物棟数, 延坪数 (各年末)
年
東 京 市 周辺５郡




































向｣ がみられるようになってきたのである  )｡ このような住宅需給関係の変化を受けて, 同潤
会は ｢一面家賃ノ引下ヲ断行シテ同居生活者ノ保護ニ力メ他面住宅地付近ニ授産工場ヲ設置セ
シムル｣ など借家需要の喚起を促す一方  ), 当初の ｢普通住宅七千戸建設の事業計画を其の半
ばを以つて中止して之れをアパートメント・ハウスの建設に振替へる｣ ことを決定した  )｡ 震
災による住宅ストックの一挙大量喪失は, 質の如何を問わず全般的に貸家を払底させると同時
に, 家賃の高騰を誘発した｡ 借家に対する著しい需要の高まりは貸家の ｢投資熱｣ を引き起こ
















針転換をはかり, その建設費, 用地買収費として   万円の交付金が新たに追加された  )｡    年４月の渋谷 (代官山) アパートの用地買収を皮切りに次々と用地の取得が進められ,
戦間期の東京における住宅市場と同潤会    
  ) 前掲 『同潤会十年史』    頁｡  ) 前掲 『大正十四年度事業報告』   頁｡  ) 前掲 『同潤会十年史』    頁｡  ) 中村瞬二 『大東京総覧』     年,    頁によれば,     年  月の東京市内における間借世帯は８万    世帯であった｡  ) 前掲 『大正十四年度事業報告』   頁｡
                                                                 






気ぶり｣ であった  )｡ この点からも市内とその近郊における１～２室の低家賃住宅, とりわけ
アパートという新しいタイプの住宅に対する需要の高さを窺うことができる｡ 同潤会は東京と




家賃低廉｣ という特長により ｢入居者常ニ殺到スルノ盛況｣ であった  )｡ 表６によれば, 東京
府内の同潤会アパートの建設費は付帯工事費等を含めて１戸当たり平均    円, １坪当たり平
均   円であり, 坪当たり建設費は木造住宅の３倍であった｡ 部屋は世帯向, 独身向, 店舗向
の３種類があり, 家賃は立地や部屋数等によって異なるが,   ～  円 (店舗向を除く) の範囲
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  ) 前掲 『同潤会十年史』   頁｡  ) ｢新時代を表象するアパートの生活｣ 『読売新聞』     年２月  日付｡  ) 同潤会 『昭和三年度事業報告』     年 [    年の誤りか],   頁｡
表６ 同潤会アパート一覧 (東京府内のみ)
アパート名 所在地












































































                   年６月    年８月                                                           ――       
猿 江 深川区             年  月                                   ― ―
計 ―       ― ―                                        ― ―











している世帯の所得水準を明らかにする必要がある｡ 時期はやや下るが,     年現在, 同潤会
アパートに居住する世帯の平均所得は, 俸給生活者が多く住む青山および渋谷アパートでは   
円, 労働者が多く住む清砂通および柳島アパートでは  円であった  )｡ 一方, 同時期に内閣統
計局が行った家計調査の結果によれば, ｢大東京｣ 地域に居住する世帯の平均所得は俸給生活
者世帯が   円, 労働者世帯が  円であった  )｡ 両者を比較すると, 同潤会アパート居住者の










２－１ 同居世帯と空家の同時並行的増加    年前後, ｢経済的住宅難｣ の深刻化を背景として  ), 東京市内外の住宅に関する各種実
態調査が相次いで実施された｡ 具体的には, 東京市役所 『東京市内の空家に関する調査』     
戦間期の東京における住宅市場と同潤会    
  ) 同時期の東京市内における平均家賃は  円前後である (前掲 『貸家貸間紹介要覧』)｡  ) ｢東京に初めて生れた理想の文化アパート｣ 『時事新報』     年  月  日付｡  ) 同潤会 『アパート居住者生計調査報告』     年, 統計編  ‒  頁｡  ) 内閣統計局 『自昭和九年九月至昭和十年八月家計調査報告』     年,    ‒   頁｡  ) 前掲 『アパート居住者生計調査報告』 記述編  頁｡  ) 当該期の ｢経済的住宅難｣ の深刻化については, 小野浩 ｢関東大震災後の東京における住宅再建過
程の諸問題｣ 『社会経済史学』   巻１号,     年を参照のこと｡
                                                                 
年 (以下, 空家調査), 東京市社会局 『東京市内の同居世帯に関する調査』     年 (以下, 同
居世帯調査), 東京市社会局 『東京市住宅調査』     年 (以下, 住宅調査) の３調査である  )｡
これらはいずれもほぼ同時期の東京市内を調査対象とし, ｢本市住宅政策の基礎資料並公正な
る家賃地代算定の参考資料を得る｣ ことを目的として実施された  )｡
『空家調査』 と 『同居世帯調査』 は ｢経済的住宅難｣ を特徴付ける現象である空家と間借の
並存状況の実態を把握することを目的として実施された｡ 両調査とも    年  月１日現在の東
京市内におけるすべての住宅 (世帯) を対象としており, これらの結果を比較検討することに
よって, 空家と同居世帯 (貸間貸主世帯＋間借世帯) が並存する構造とその要因を明らかにす
ることが可能である｡ はじめに, 空家と同居世帯の戸数とその地理的分布について, 表７を用
いて確認したい｡     年  月の東京市内における空家数は２万    戸, 貸間貸主世帯は４万    世帯, 間借世帯は５万    世帯であった｡ 市内の空家率 (空家／世帯数) は平均  ％で
あったが, 地域によって大きな差が生じていた｡ 特に空家率が高いのは本所区 (  ％), 深川
区 (  ％), 日本橋区 (  ％), 神田区 (  ％), 浅草区 (  ％) など下町と呼ばれる市内中心
部から江東方面にかけての伝統的な商工業地域である｡ 下町の空家率を押し上げている要因は,
不況の深刻化による店舗併用住宅の需要減少である｡ それとは対照的に, 山の手方面の空家率
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  ) 他に東京府学務部社会課 『東京府五郡に於ける家屋賃貸事情調査』     年もあり, ｢住宅調査｣ と
組み合わせて分析を行うことによって,     年前後の ｢大東京｣ 地域における住宅状況の全体像を把








普 通 店 舗 その他 計
実 数 割 合
普 通
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間 借 計 普 通 貸 主 間 借































合 計                        ％                                             ％   ％    ％
出典) 東京市役所 『東京市内の空家に関する調査』     年, １頁, 東京市社会局 『東京市内の同居世帯に関する調査』    年,   頁より作成｡




すれば, 下町の１割近い空家率は住宅政策担当者の目からみても ｢空家の洪水｣ と表現すべき
状況であった  )｡
一方, 同表によれば,     年  月の東京市内における総世帯数は  万    世帯であったが,
そのうち自己の住宅 (持家, 借家を問わず) の一部を他の世帯に賃貸する貸間貸主世帯が４万    世帯 (総世帯数の  ％) 存在し, その借り手である間借世帯は５万    世帯 (同   ％)
に上った｡ すなわち, 両者を合わせて全世帯の２割が他の世帯と同居していたことが判明する｡
地域別にみると, 絶対数では浅草区や下谷区を中心とする人口密集地域や本所区, 深川区, 芝
区などの工業地域に多く分布しているが, 総世帯数に対する割合でみれば, 日本橋区を除く東







を占めており, 借家の場合は３室以下が  ％を占めていた｡ また, 貸間貸主世帯の住宅を構造




表８ 室数別空家数, 貸間貸主世帯数, 間借世帯数 (1929年), アパート戸数 (1934年)
室 数
空 家 数 貸 主 世 帯 間借世帯 アパート
実 数
割 合
実 数 割 合
実 数 割 合 実 数 割 合
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合 計                         ％                      ％     ％     ％           ％           ％
平均室数             ―          ― ― ―    ―    ―
出典) 前掲 『空家調査』   頁, 前掲 『同居世帯調査』   ‒  頁, 東京府社会課 『アパートメント・ハウスに関する調査』     年,  ‒  頁より作成｡




である｡ 戦前の中～高所得世帯には書生, 女中, 僕婢等の ｢準世帯｣ (親族以外の同居人) が
同居していることは珍しくなかったが, 居住形態としてはそれに近いといえる｡ 第２のタイプ
は, 貸間貸主世帯の住宅が３～４室またはそれ以下の比較的小規模な借家の場合であり, 家計
補助を目的としている点において前者と共通であるが, 前者と後者では ｢家計補助｣ の指す意










の世帯主の職業をみると, ｢公務自由業｣ や会社員などの俸給生活者世帯が  ％, ｢工業｣ が  









なかった｡ つまり, ｢空家の洪水｣ が指すのは家賃  円以上, 畳数  畳以上クラスの住宅であ
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  ) 前掲 『同居世帯調査』    頁｡  ) 前掲 『同居世帯調査』 巻末付表｡
                                                                 
出していた要因であったといえよう｡
以上, 同居世帯と空家との関係について明らかにしたが, 貸間 (素人下宿) と代替関係にあ
る ｢営業下宿｣ について補足しておきたい  )｡ 東京市内における営業下宿は    年に    軒存
在したが, 関東大震災を契機として   軒に減少した｡ その後,     ～  年にかけて再び    
軒台に回復したものの,     年以降, 再度減少傾向に転じ,     年６月１日現在の営業軒数は   軒であった｡ また, 同日の空室率は  ％という極めて高い水準であった｡ このように営業
下宿を退潮傾向に追い込んだ原因は, 第１に, 震災後における各種学校・大学の郊外移転であ
った｡ 営業下宿在室者の  ％を学生が占めており, 残りは俸給生活者が  ％, その他が  ％で
あった｡ したがって, 学校の移転とともに主要な下宿客である学生も市外へ移動したため, 市
内の営業下宿に対する需要が減少したのである｡ 第２に, 素人下宿, すなわち貸間供給の増加
である｡ 営業下宿の経営者の中には ｢素人下宿及貸間ノ増加ヲ理由トシ経営困難ヲ訴フル者カ
少ナクナカツタ｣ と指摘されている  )｡ 市内の営業下宿の１室当たり面積は平均  畳, 下宿
室料は平均   円 (賄料を除く) であった｡ １室当たりの畳数, 賃貸料の点で営業下宿と貸間
は概ね代替関係にあったと見做せる｡ 学生の移動による需要の減少と一般世帯による貸間供給





  ) 以下, 営業下宿に関する記述, 数値は東京市統計課 『統計ニ表ハレタル下宿屋ノ種々相 (其一)』    年, 同前 『下宿屋ノ種々相 (其二)』     年による｡  ) 前掲 『下宿屋ノ種々相 (其二)』 ４頁｡  ) 前掲 『下宿屋ノ種々相 (其一)』 ６頁｡
表９ 家賃 (間代) 別空家数, 貸間貸主世帯数, 間借世帯数
(1929年11月)
家賃 (間代)
空 家 数 貸 主 世 帯 間 借 世 帯









合 計           ％           ％           ％
出典) 前掲 『空家調査』   頁, 前掲 『同居世帯調査』   ,    頁より作成｡





実 数 割 合 実 数 割 合
６畳未満
６～９畳
９～  畳  ～  畳  ～  畳  ～  畳  畳～                               ％  ％   ％   ％   ％  ％  ％                                ％  ％   ％   ％   ％  ％  ％
合 計           ％           ％
出典) 前掲 『空家調査』   頁, 前掲 『同居世帯調査』   頁｡
                                                                 
｢市中の旅館下宿屋さんは最近続出する素人下宿とアパートに客を奪はれ, 日毎に客が減つて












う｡ 戸数別にみれば, １戸建と長屋の割合は半々であるが, 持家と借家とでは状況が大きく異
なる｡ つまり, 持家の場合は大部分が１戸建であるが, 借家の場合は３割程度に止まり長屋が
主流であった｡ 階数別にみれば, 既に東京市内の家屋の多くは２階建であったが, 平屋も  ％
を占めた｡ 平均室数は  室であるが, 持家専用住宅の  室, 持家店舗併用住宅の  室に対し,
借家専用住宅は  室, 借家店舗併用住宅は  室であり, 持家と借家とでは室数に大きな格差
が生じていた｡ 全体を大別すれば, その約半数は３～４室の範囲内に集中しており, ２室以下





次に, 表  を用いて土地の所有・賃貸状況についてみると, 持家世帯における専用住宅の   ％, 店舗併用住宅の   ％は借地であった｡ したがって, 東京市内に土地を所有し, かつ
持家に居住する世帯 (持地持家) は極めて少なく, 大部分は借家もしくは借地上の持家であっ
た｡ 坪当たり地代は平均   円であったが, 地代も家賃と同様に立地によって価格が異なるた
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  ) ｢下宿屋さん悲鳴！憎いアパートと警視庁へ陳情｣ 『読売新聞』     年６月  日付｡  ) 前掲 『住宅調査』   ‒  頁｡
                                                                 
め, 専用住宅より店舗併用住宅の方が   円ほど高い｡ 震災以降, 地代は    ～  年にかけて
毎年平均約  ％のペースで上昇し続け７年間で２倍になった  )｡     年の東京市内における１
坪当たり平均地代は麻布区の   円, 小石川区   円など住宅地区では一般に低い傾向があっ
た｡ 一方, 市内で最も高いのは京橋区   円, 日本橋区   円であったが, この２区は東京市
の中心部に位置し, かつ区域の大部分が震災復興区画整理事業の対象地域に指定されていた｡
したがって, 区画整理後の建築復興によって地代が急速に上昇した｡ その結果, 東京市内でも
地域によって平均地代に  倍近い著しい格差が生じたのである｡ また,     年第４四半期から    年第１四半期にかけて多くの借家で家賃値下げが実施されたが, これとは対照的に地代は
値上げが値下げの４倍以上に上っていた  )｡
地代の上昇と家賃の下落によって, 借地上の貸家経営の採算性は悪化した｡ 一例を挙げれば,
ある家主は ｢家賃を値下し, 且つ空家も続出して採算不能となり経営困難となつた｣ ことを理
戦間期の東京における住宅市場と同潤会    
表11 東京市内における住宅戸数 (1930年６月, 小学生のいる世帯)
実 数 割 合
借 家 持 家
計
借 家 持 家
計
専 用 店 舗 専 用 店 舗 専 用 店 舗 専 用 店 舗






                                                       ％   ％   ％   ％    ％  ％    ％  ％    ％   ％






                                                       ％   ％   ％   ％          ％   ％    ％   ％









７室～９室  室以上                                                                                                                                                       ％   ％  ％   ％  ％  ％  ％   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   ％   ％   ％   ％   ％  ％  ％
計                                        ％    ％    ％     ％




６畳以下  畳～  畳   ～  畳   ～  畳   ～  畳   ～  畳   畳～                                                                                                                                                      ％  ％   ％  ％  ％  ％  ％   ％  ％   ％  ％  ％  ％  ％   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   ％   ％   ％   ％   ％  ％  ％
計                                   ％    ％    ％    ％     ％
平均畳数                     ― ― ― ― ―
出典) 東京市社会局 『東京市住宅調査』     年,   ‒  頁より作成｡
注) 戸数, 階数, 室数, 畳数不明の住宅および ｢其他住宅｣ は除いた｡
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表12 東京市内地代別持家数
(1930年６月, 小学生のいる世帯)
実 数 割 合
普 通 店 舗 計 普 通 店 舗 計
持 地                   ％    ％    ％






  円以下  ～    ～  円  ～  円  ～  円  ～  円  ～  円  ～  円  円～                                                                                                   ％   ％   ％   ％  ％  ％  ％  ％  ％   ％   ％   ％   ％   ％  ％  ％  ％  ％   ％   ％   ％   ％   ％  ％  ％  ％  ％
平均地代 (円)             ― ― ―




民 営 公 営
計 割合
旧市内 新市域 同潤会 市府営
５円以下
５～  円  ～  円  ～  円  ～  円  ～  円  ～  円  円～                                                                                                                           ％   ％   ％   ％   ％  ％  ％  ％
計                               ％
出典) 前掲 『アパート調査』   ‒  頁より作成｡
  ) 東京市役所 『借地借家争議調査 (昭和五年)』     年,   ‒  頁｡  ) 同上,   ‒   頁｡
                                                                 
家の家賃は大きな負担であり続けた  )｡ 一方, 家主にとっても, 高い空家率は損失となって経
営を悪化させた｡ そこで, 潜在的な小規模低家賃住宅に対する需要を充足する手段として登場
したのがアパートであった｡ 需要者である借家人にとって, アパートは ｢近代都市人の要求｣
に合致する住宅様式であり, 供給者である家主にとっては ｢貸し家を何件も建てるよりはアパ
ート一軒建てた方が, 資本の集中ができて安全｣ という利点があり  ), 既存の貸家経営と比べ
てより高い収益性を見込むことができた｡ 換言すれば, 家主にとっては戸建ての借家と比べて
１棟当たりの規模を大きくすることにより, 建築費の坪単価を低減させることが可能であるの
みならず (ただし, 木造アパートに限る), 同時に１戸当たりの規模を小さくすることによっ
て, それまで貸間 (素人下宿) によって充足されていた潜在的な需要を吸収することができた






でアパートを説明して宣伝しなければならないほど｣ であった  )｡ ゆえに, 人々の目に見える
形でモデルを示し, 知識を広く普及し, 経営的にも成功を収めたという意味において, 同潤会
アパートが    年代における東京の住宅市場に与えた影響は, 既存の研究史における評価以上




は, 現代文化の象徴であろう…これが健全な発達を期し, 都市の社会問題, 住宅問題の合理化
に寄与する事を計るべきである  )｣ との認識に立ち, そのための基礎資料を得るために ｢アパ
ート調査｣ を実施した｡ 同潤会によって先鞭をつけられたアパート供給事業は, 次第に民間家
主の手によるそれへと広がりをみせはじめていた｡ そこで, 行政当局者は住宅問題を解決する
ためのひとつの方法として, 良質なアパートの供給を促進するという点に着目したのである｡    年  月現在において, 東京市の民営アパートは６棟,    戸に過ぎなかったが  ), 関東大
戦間期の東京における住宅市場と同潤会    
  ) 当該期における家賃値下運動の展開については, 前掲 ｢関東大震災後の東京における住宅再建過程
の諸問題｣ を参照のこと｡  ) ｢    年のねずみ算 (下) アパート時代日に一軒づつ｣ 『読売新聞』     年１月４日付｡  ) 同上記事｡  ) 東京府社会課 『アパートメント・ハウスに関する調査』     年, ３頁｡  ) 前掲 『アパート居住者生計調査報告書』 ８頁｡
                                                                 
震災以降, とりわけ昭和期に入ると市内と郊外におけるアパート数は急激に増加しはじめた  )｡    年から    年にかけての対前年増加率をみると, 平均  ％という驚異的な伸びを示してい
た｡ 中でも    年と    年の増加は著しく, まさにアパートの ｢氾濫時代｣ であり, アパート
数は    年から７年間で  倍に膨れ上がった｡     年の ｢大東京｣ 地域におけるアパートは    箇所,     棟 (推計), ２万    戸で, 居住者数は３万    人 (推計) であった｡ アパー
ト数の内訳は旧市内の民営アパート   箇所, 新市域   箇所で合計    箇所, 公営アパートは
同潤会  箇所, 府営  箇所, 市営２箇所で合計  箇所であった｡ その後もアパートの増勢はま
すます強まり,     年末には早くも    軒を突破し, ｢アパート・インフレ時代｣ と表現され




















住宅市場は, 新たなアパート市場の形成によって是正に向かったのである｡ ただし, 民営アパ
ートの中で同潤会のように鉄筋コンクリート製で各種付帯設備の整ったものは一部に過ぎず,
民間アパートの大部分が木造であったという点において限界も有していた｡ 同潤会は ｢木造ア
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  ) 以下, アパート戸数に関しては前掲 『アパートメント・ハウスに関する調査』 による｡  ) 前掲記事 ｢    年のねずみ算 (下) アパート時代日に一軒づつ｣｡  ) 前掲 『アパート居住者生計費調査報告書』 記述編９頁｡
                                                                 
パートの保安, 衛生上の見地より不適当なることを認め…寧ろ其の弊害を説き鉄筋コンクリー























は, 概ね同潤会の想定した収入階層が居住した｡ 一方, 山の手方面に立地したアパートでは,
家賃水準から推測される同潤会の想定よりやや収入の多い階層が入居した｡ したがって, 先行
研究における ｢都市中間層を対象にした住宅供給政策｣ という同潤会の位置付けは, 第一期の














立教経済学研究 第  巻 第１号     年   
                                                                 
